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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。

３ 当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第61期中、第61期、第62期中及び第62期は

１株当たり中間（当期）純損失のため、また、第63期中は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

５ 第63期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日

）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,694,762 1,171,353 1,171,182 2,701,489 2,216,045 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） 22,544 37,928 61,374 △120,818 45,255 

中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）  
（千円） △132,526 △155,978 36,650 △659,749 △155,347 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,103,400 1,103,400 1,103,400 1,103,400 1,103,400 

発行済株式総数 （千株） 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

純資産額 （千円） 894,785 218,321 256,101 374,044 219,485 

総資産額 （千円） 2,078,196 1,527,190 1,512,839 1,716,966 1,522,693 

１株当たり純資産額 （円） 44.82 10.96 12.85 18.77 11.01 

１株当たり中間純利益

金額又は中間（当期）

純損失金額（△） 

（円） △6.64 △7.83 1.84 △33.07 △7.79 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 43.1 14.3 16.9 21.8 14.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 8,278 86,786 10,651 △145,589 123,190 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △19,117 △208 △23 83,000 △20,916 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △16,317 △19,241 △10,010 △57,218 △32,763 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（千円） 166,534 141,219 144,011 73,883 143,394 

従業員数 

[外、平均臨時雇用人員] 
（人） 

183 

[215] 

149 

[118] 

136 

[113] 

157 

[124] 

140 

[121] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は昭和38年６月に結成されました。 

 組合員数は平成18年９月30日現在86名であります。 

 なお、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 136（ 113 ） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資の拡大や雇用情勢の改善が進み、個人消費が

底堅く展開するなど、景気は確実な回復基調をたどりました。他方、原油価格の高騰や不安定な株価動向による消

費意欲の減退がみられるなど、国内外経済は先行き不透明感の中で推移しました。 

 菓子業界におきましても、天候不順による売上の不振、原油高から波及した包装資材や原材料価格のほか、運送

経費の上昇などが採算を悪化させ、法人需要の低迷も相まって引き続き厳しい経営環境となりました。 

 このような状況下、当社は『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンの提案をする』という企業理

念に基づき、コスト削減を継続的に推し進めるとともに経営基盤強化、損益状況の改善に積極的に取り組んでまい

りました。 

 具体的には、平成18年8月20日付で、直営店舗部門において不採算であった東生駒店を閉店しました。これによ

り賃借物件の中途解約違約金等19百万円の特別損失が発生しました。 

 上記の結果、当中間期の売上高は、直営店舗部門におきましては、前年同期より8百万円増加し、488百万円（前

年同期比101.7％）となりました。 

 百貨店部門におきましては、前年同期より15百万円減少し、365百万円（前年同期比95.8％）となりました。 

 スーパー部門の売上高におきましては、前年同期より5百万円減少し、185百万円（前年同期比97.3％）となりま

した。 

 喫茶部門は、前年同期並みに推移し、43百万円（前年同期比101.1％）となりました。 

 その結果、当中間期の全社売上高は、前年同期並みに推移し、1,171百万円（前年同期比99.9％）となりまし

た。 

 当中間期の損益面におきましては、売上高は微減となったものの、継続的な経費削減努力により、営業利益が67

百万円（前年同期比31.6％増）、経常利益は61百万円（前年同期比61.8％増）となり、当中間期の純利益は36百万

円（前年中間期は155百万円の中間純損失）となりました。 

 なお、下期に入りましては、新規出店（平成18年10月13日付で 泉佐野市に長滝店を新規開店）、店舗閉店（平

成18年10月31日付で洛北店の土地・建物を売却し、売却収入の一部を短期借入金の返済約61百万円に充当）を実施

いたしました。当社は、引き続き販路整備・拡大を計画、実施するとともに既存店の業績向上と経営基盤の安定、

強化に全力を尽くし、全社一丸となって経営改善に取り組んでまいる所存でございます。  

 なお、当社が平成15年12月に実施した第三者割当増資が架空の増資であるとして、平成16年11月13日に、当社前

代表取締役社長岡本良晴、前取締役経理部長兼総務部長下中親美その他1名が電磁的公正証書原本不実記録・同供

用の容疑で逮捕され、2名が起訴されました。その結果、東京証券取引所・大阪証券取引所より株券上場廃止基準

に該当すると判断され、当社株式は、平成17年1月7日付で、上場廃止となりました。平成18年10月25日に、大阪地

裁で前代表取締役社長（事件後に辞任）に懲役2年（執行猶予4年）、前取締役経理部長兼総務部長（事件後に辞

任）に懲役1年6月（執行猶予3年）という判決が下されました。 

 当社といたしましては、この判決を厳粛に受け止め、コンプライアンス委員会を通じて法令遵守の徹底に努める

とともに、今後、二度とこのような不祥事を起こさないようガバナンスの強化を図ってまいる所存でございます。

 当該事件に対する当社の対応につきましては、現在、当社の顧問弁護士を交え協議中であります。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物は、税引前中間純利益42百万円を計上したものの、売上債権、たな

卸資産の増加や店舗撤退損の発生、長期未払金の減少（未払退職金の支払）等があったため、前期末に比べ微増の

144百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、当中間会計期間においては10百万円の増加（前中間会計期間は86百万円

の増加）となりました。これは、飯倉ホールディングス株式会社に対する短期貸付金966百万円を回収不能と判断

し、同額貸倒引当金を取崩したこと、たな卸資産が15百万円増加となったこと、東生駒店の閉店損失18百万円が発

生したこと、洛北店売却により10百万円を仮受したこと、未払退職金53百万円を支払ったことなどによるものであ

ります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動によるキャッシュ・フローにおいて、前中間会計期間に比較して有形固定資産の取得や投資有価証券の

売却が少かったため、前中間会計期間より0百万円増加となりました。  

  



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間は長期借入金の返済があったため19百万円の減少でした

が、当中間会計期間は、借入金の返済額が前中間会計期間よりも少なかったため、前中間会計期間より9百万円増

加し、10百万円の減少となりました。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１ 金額算出の基準は各期の製造原価によっております。 

２ その他は羊羹、缶詰、饅頭等の詰合せに使用された容器類等を含んでおります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 （注）１ 生産実績に含まれない仕入商品であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社の製品は需要周期が安定しており、一部製品を除いて見込生産によっております。 

製品別 

当中間会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

羊羹 65,580 127.6 

缶詰 67,037 97.0 

饅頭 164,362 91.1 

煎餅 19,475 140.4 

その他 80,391 103.6 

計 396,848 101.1 

品別 

当中間会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

饅頭 82,591 104.3 

煎餅 36,343 75.2 

缶詰 45,037 93.4 

その他 89,460 125.5 

計 253,434 102.6 



(4）販売実績 

① 販売経路 

 主たる販売先は当社直営店並びに全国の有名百貨店、小売店に対する直販経路によります。 

② 販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

販売先別 

当中間会計期間 
（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

直営店 488,096 101.7 

百貨店 365,908 95.8 

スーパー 185,273 97.3 

喫茶部門 43,581 101.1 

その他 88,322 115.9 

計 1,171,182 99.9 

２ 総販売実績に対する割合が 
10 

を超える相手先はありません。 
100 



３【対処すべき課題】 

    当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

  ありません。 

    当社は、前中間期において12期ぶりに経常利益37百万円を計上したものの「固定資産の減損に係る会計基準」を適

  用し、減損損失202百万円を計上したこと等により155百万円の中間純損失を計上しました。また、前期においても経

  経常利益45百万円を計上したものの155百万円の当期純損失となりました。この結果、前期末において純資産が219百

  万円にまで減少することとなり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在する旨、開示をしてまいりました。 

   これらの状況を解消すべく、平成16年12月8日付で策定した改善計画に則り、経費削減諸施策を継続実施するとと 

  もに社内体質の更なる改善に取り組んだ結果、当中間期においては経常利益61百万円、中間純利益36百万円を計上す

  るに至りました。今後も継続してこれらの改善策を実施することで、通期でも当期純損益段階で黒字転換を図る見通

  しです。 

   また、当社前代表取締役ら2名が起訴された事件が公判中であることなどにより、金融機関からの新たな資金調達 

  が困難な状況でありましたが、当該訴訟において、平成18年10月25日に判決が下されました。現時点では、判決の結

  果による得意先からの取引解消といった、特に業績に影響を及ぼす事情などは見受けられません。さらに、不採算店

  舗であった洛北店の土地・建物を売却し、売却収入を短期借入金の一部返済に充当したことで同借入金を586百万円 

  まで削減し、新たに資金調達ができる状況にまで改善されました。 

   引き続き、当該改善計画の着実な達成に向け、損益基盤と財務体質の改善に努めてまいる所存でございます。 

   以上により、継続的な赤字体質を脱却し確実に黒字基調へ転換できる見通しが立ったこと、及び、金融機関からの

  新たな資金調達が可能となったこと等により、当社としては、継続企業の前提に関する重要な疑義は解消されたもの

  と判断しております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

  当社は『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンを提案し、社会文化の創造に貢献する』という企業

理念に基づき、和菓子という伝統商品にも現代感覚を取り入れ、今に伝えるというキーワードのもとに、鋭意、研究

開発に取り組んでおります。 

  菓子業界におきましては、少子高齢化による市場の縮小や選別消費傾向、価値観の多様化等が顕著であり、さらに

消費者の安全・安心に対する関心の高まりが見られるなど厳しい経営環境が続いております。 

そうした中、当社におきましては、顧客の視点、ニーズに立脚した研究開発を行い、時節に適した新商品を適宜、市

場に投入するとともに収益拡大に貢献する商品開発に注力しております。 

  なお、当中間会計期間における研究開発費は12百万円であります。 

 

研究開発活動を示すと次の通りであります。 

 

① 製造関連部門 

  衛生管理と生産効率改善に注力するとともに、製菓原材料を使った食関連商品の開発にも取り組み、一定の成果を

獲得しております。 

  当中間会計期間における研究開発費は5百万円です。 

 

② 商品関連部門 

  新規店舗開発および販売促進活動、商品改廃、新商品開発等に注力しております。 

  当中間会計期間における研究開発費は7百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,000,000 20,000,000 

当社株式は非上場・非登

録につき該当事項はあり

ません。 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 20,000,000 20,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 20,000,000 － 1,103,400 － 699,737 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１. 駿河屋共栄持株会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。  

     ２. 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が3,019千株あります。  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,019,000株含まれております。 

     また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3,019個が含まれております。 

      

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

飯倉ホールディングス株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 3,862 19.31 

ゴールドマンサックスインター

ナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券会社 東京支店） 

１３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ 

ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ 

ＥＮＧＬＡＮＤ，Ｕ．Ｋ 

（東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー） 

615 3.07 

株式会社三和 和和歌山県有田市新堂271 600 3.00 

石井産業株式会社 和歌山県和歌山市湊1116 457 2.28 

岡本 公一 大阪府吹田市 367 1.83 

駿河屋共栄持株会 和歌山県和歌山市駿河町12番地 358 1.79 

岡本 良晴  京都府京都市伏見区  350 1.75 

田中 源一郎 和歌山県有田市 248 1.24 

田中 紀子 和歌山県有田市 242 1.21 

岡本 文之助  大阪府堺市西区 222 1.11 

計 － 7,323 36.62 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式      76,000 

  

－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,685,000 19,685 同上 

単元未満株式 普通株式     239,000 － 同上 

発行済株式総数 20,000,000 － － 

総株主の議決権 － 19,685 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 当社株式は、非上場株式であるため、記載事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社駿河屋 

和歌山県和歌山市

駿河町12番地 
76,000 － 76,000 0.38 

計 － 76,000 － 76,000 0.38 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、ユニバーサル監

査法人により中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   141,219   144,011 143,394   

２ 受取手形   7,189   10,028 5,114   

３ 売掛金   125,926   130,587 127,800   

４ たな卸資産   128,388   137,246 121,752   

５ 短期貸付金   968,089   240 967,389   

６ その他   13,699   11,818 12,352   

７ 貸倒引当金   △968,174   △507 △967,474   

流動資産計   416,338 27.3 433,425 28.6   410,328 26.9

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1）建物 ※２ 144,645   146,805 151,743   

(2）機械及び装
置 

  55,131   55,522 58,261   

(3）土地 ※２ 745,611   745,611 745,611   

(4）その他   53,317   48,124 51,224   

有形固定資産
計 

  998,706   996,064 1,006,840   

２ 無形固定資産   6,890   6,085 6,600   

３ 投資その他の
資産 

        

(1）投資有価証
券 

  3,748   4,907 4,601   

(2）その他   98,314   72,356 94,322   

投資その他の
資産計 

  102,063   77,263 98,924   

固定資産計   1,107,660 72.5 1,079,413 71.4   1,112,364 73.1

Ⅲ 繰延資産         

１ 新株発行費   3,191 ―   ― 

繰延資産合計   3,191 0.2 ― ―   ― ―

資産合計   1,527,190 100.0 1,512,839 100.0   1,522,693 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   31,805   43,460 29,998   

２ 買掛金   64,820   76,679 77,301   

３ 短期借入金 ※２ 674,000   652,000 662,000   

４ １年以内に返
済予定の長期
借入金 

※２ 1,500   － －   

５ 未払法人税等   9,486   7,420 15,348   

６ 未払消費税等 ※３ 11,875   11,703 6,734   

７ その他   63,644   71,911 64,571   

流動負債計   857,132 56.1 863,175 57.1   855,954 56.2

Ⅱ 固定負債         

１ 長期未払金   449,636   391,461 445,153   

２ その他   2,100   2,100 2,100   

固定負債計   451,736 29.6 393,561 26.0   447,253 29.4

負債合計   1,308,869 85.7 1,256,737 83.1   1,303,208 85.6

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）         

Ⅰ 資本金   1,103,400 72.3 － －   1,103,400 72.5

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   699,737   － 699,737   

資本剰余金合計   699,737 45.8 － －   699,737 46.0

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金   6,162   － 6,162   

２ 中間（当期）
未処理損失 

  1,587,025   － 1,586,394   

利益剰余金合計   △1,580,863 △103.5 － －   △1,580,232 △103.8

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

  416 0.0 － －   971 0.0

Ⅴ 自己株式   △4,369 △0.3 － －   △4,391 △0.3

資本合計   218,321 14.3 － －   219,485 14.4

負債及び資本合
計 

  1,527,190 100.0 － －   1,522,693 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  1,103,400 72.9  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   699,737   －   

資本剰余金合
計 

   － －  699,737 46.3  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   6,162   －   

(2）その他利益
剰余金 

              

繰越利益剰
余金 

  －   △1,549,744   －   

利益剰余金合
計 

   － －  △1,543,581 △102.0  － － 

４ 自己株式    － －  △4,402 △0.3  － － 

株主資本合計    － －  255,153 16.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額
等 

                 

１ その他有価証
券評価差額金 

   － －  947 0.0  － － 

評価・換算差額
等合計 

   － －  947 0.0  － － 

純資産合計    － －  256,101 16.9  － － 

負債純資産合計    － －  1,512,839 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   1,171,353 100.0 1,171,182 100.0   2,216,045 100.0 

Ⅱ 売上原価   653,519 55.8 642,131 54.8   1,230,242 55.5

売上総利益   517,834 44.2 529,050 45.2   985,802 44.5

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

  466,465 39.8 461,429 39.4   915,516 41.3

営業利益   51,368 4.4 67,620 5.8   70,286 3.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,640 0.3 5,143 0.4   9,187 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 17,080 1.4 11,390 1.0   34,218 1.6

経常利益   37,928 3.3 61,374 5.2   45,255 2.0

Ⅵ 特別利益 ※３ 15,608 1.3 － －   16,766 0.8

Ⅶ 特別損失 
※４・
６ 

203,521 17.4 19,134 1.6   205,620 9.3

税引前中間（当
期）純利益又は
純損失（△） 

  △149,984 △12.8 42,240 3.6   △143,598 △6.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  5,994 0.5 5,589 0.5   11,748 0.5

中間（当期）純
利益又は純損失
（△） 

  △155,978 △13.3 36,650 3.1   △155,347 △7.0

前期繰越損失   1,431,047 －   1,431,047 

中間配当額   － －   － 

中間（当期）未
処理損失 

  1,587,025 －   1,586,394 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年3月31日 残高 

（千円） 
1,103,400 699,737 699,737 6,162 △1,586,394 △1,580,232 △4,391 218,514

中間会計期間中の変動額         

中間純利益（千円）       36,650 36,650   36,650

自己株式の取得（千円）         △10 △10

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円） 

           

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 36,650 36,650 △10 36,639

平成18年9月30日 残高 

（千円） 
1,103,400 699,737 699,737 6,162 △1,549,744 △1,543,581 △4,402 255,153

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日 残高 

（千円） 
971 971 219,485 

中間会計期間中の変動額    

中間純利益（千円）     36,650 

自己株式の取得（千円）     △10 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△23 △23 △23 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△23 △23 36,615 

平成18年9月30日 残高 

（千円） 
947 947 256,101 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税引前中間（当期）純利益又は純損失   △149,984 42,240 △143,598

２ 減価償却費   17,093 14,698 32,252

３ 減損損失   202,731 － 202,731

４ 繰延資産償却費   3,191 － 6,383

５ 貸倒引当金の減少額   △458 △966,967 △1,158

６ 受取利息及び受取配当金   △105 △87 △105

７ 支払利息   12,151 10,772 23,946

８ 有形固定資産売却益   △327 － △327

９ 投資有価証券売却益   △281 － △281

10 有形固定資産廃棄損   789 38 2,888

11 閉店損失   － 18,214 －

12 売上債権の増減額   5,952 △7,702 6,153

13 たな卸資産の増減額   21,348 △15,493 24,440

14 短期貸付金の減少額    － 967,149 －

15 仕入債務の増加額   7,436 12,839 18,110

16 仮受金の増減額   △15,000 10,000 △15,000

17 長期未払金の減少額   － △53,691 －

18 その他   8,461 △775 4,727

小計   113,001 31,234 161,164

19 利息及び配当金の受取額   105 87 105

20 利息の支払額   △12,048 △8,922 △23,807

21 法人税等の支払額   △14,271 △11,748 △14,271

営業活動によるキャッシュ・フロー   86,786 10,651 123,190

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

1 有形固定資産の取得による支出   △3,870 △830 △25,871

2 有形固定資産の売却による収入   952 － 1,038

3 投資有価証券の取得による支出   △323 △328 △621

4 投資有価証券の売却による収入   1,022 － 1,022

5 貸付金の回収による収入   120 120 940

6 その他   1,890 1,016 2,576

投資活動によるキャッシュ・フロー   △208 △23 △20,916

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

1 短期借入金の返済による支出   △12,000 △10,000 △24,000

2 長期借入金の返済による支出   △7,200 － △8,700

3 自己株式の取得による支出   △41 △10 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー   △19,241 △10,010 △32,763

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   67,336 617 69,511

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   73,883 143,394 73,883

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高 

  141,219 144,011 143,394

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、前期まで11期連続して経

常損失を計上しておりました。当中

間会計期間では37,928千円の経常利

益を計上したものの「固定資産の減

損に係る会計基準」の適用により

202,731千円の減損損失を計上したこ

と等により155,978千円の中間純損失

となりました。 

 その結果、純資産が218,321千円に

まで減少することとなりました。当

該状況により継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 当該状況を解消すべく当社は平成

16年12月８日付で「改善計画書」を

策定し、①売上拡大面、②経費削減

面、③人材面、④生産・流通面にお

ける各施策を実施し、社内体質の改

善に取り組んでまいりました。 

 具体的には営業部・製造部・管理

部の連携強化により、原材料や商品

の受発注管理体制の見直しを図ると

ともに、経費管理委員会を組成して

経費削減を徹底するなど資金の効率

化を進めております。さらに販売促

進プロジェクトを立ち上げ、売上増

の具体化を図るなど経営体制の抜本

的見直しを行っております。 

 今後も継続してこれらの改善策を

実施することで通期でも経常損益段

階で黒字転換を図る見通しです。 

 そのため、このような継続企業の

前提に関する重要な疑義は解消され

るものと判断いたしております。 

 従って、中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を中間財

務諸表には反映しておりません。 

──────   当社は、前期まで11期連続して経

常損失を計上しておりました。当該

状況を解消すべく、平成16年12月８

日付で策定した「改善計画書」によ

り、①売上拡大面、②経費削減面、

③人材面、④生産・流通面における

各施策を鋭意実施し、財務構成・社

内体質の改善に取り組んでまいりま

した。その結果、当期末においては

12期ぶりに45,255千円経常利益を計

上することができました。 

 しかしながら、「固定資産の減損

に係る会計基準」を適用したことに

より202,731千円の減損損失を計上い

たしました。これにより、遺憾なが

ら当期損益は前期より504,402千円改

善したものの当期純損失155,347千円

となり、その結果、純資産が219,485

千円にまで減少することとなりまし

た。 

 また、前期において当社前代表取

締役ら２名が起訴された事件が公判

中であるため、金融機関からの新た

な資金調達は困難な状況になってお

ります。当該状況により継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 当該状況を解消すべく当社は営業

部・製造部・管理部の連携強化によ

り「改善計画」の各施策を継続実施

し、原材料や商品の受発注管理体制

の見直しを図るとともに、経費管理

委員会を組成して経費削減を徹底す

るなど資金の効率化を進めておりま

す。さらに販売促進プロジェクトを

立ち上げ、全社一丸となって売上増

の具体化を図るなど経営体制の抜本

的見直しを行っております。 

 今後も継続してこれらの改善策を

実施することで安定的に経常増益を

図ってまいる所存です。 

 そのため、このような継続企業の

前提に関する重要な疑義は解消され

るものと判断いたしております。 

 従って、財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

      

① 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定してお

ります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定して

おります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 製 品 総平均法による原

価法 

同左 同左 

  商 品 月別移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

  原材料 月別移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

  仕掛品 月別移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

  貯蔵品 月別移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

  但し支店の付属工場（京

都）では商品、原材料、貯

蔵品について最終仕入法に

よる原価法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

      

① 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（付属

設備を除く）については、

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

同左 同左 

  建物及び 

構築物 
８～50年

機械装置及び

工具器具備品 
２～15年

    

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいて、定額法を採用

しております。 

同左 同左 

③ 長期前払費用 定額法 同左 同左 

３ 引当金の計上基準       

  貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等について

は、財務内容評価法によ

り、回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて、僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動につい

て、僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

６ その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

      

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

202,731千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純損失が

202,731千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は256,101千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの小計区分前の「その他」に含めて表示しており

ました「長期未払金の減少額」（前中間会計期間△2,889

千円）については、重要性が増したため、当中間会計期

間より区分記載しております。   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

      

建物 557,122 513,548 508,611 

機械及び装置 820,557 826,466 823,728 

その他 268,522 219,575 216,412 

計 1,646,203 1,559,590 1,548,752 

※２ 担保資産 イ 担保差入資産 イ 担保差入資産 イ 担保差入資産 

  建物 100,741

土地 741,320

計 842,061

建物 99,762

土地 745,611

計 845,374

建物 103,219

土地 745,611

計 848,830

  ロ 債務の内容 ロ 債務の内容 ロ 債務の内容 

  １年以内に返済

予定の長期借入

金 

1,500

短期借入金 674,000

計 675,500

短期借入金 652,000

未払リース債務 15,025

計 667,025

短期借入金 662,000

未払リース債務 16,695

計 678,695

※３ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、未払消費税等として

表示しております。 

同左 ───── 



（中間損益計算書関係） 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

※１ 営業外収益のうち主な

もの 

      

受取利息 0 1 0 

受取配当金 105 86 105 

受取家賃 1,200 1,200 2,400 

受取講習会収入 1,273 1,041 2,290 

業務委託収入  － 1,168 3,154 

※２ 営業外費用のうち主な

もの 
      

支払利息 12,151 10,772 23,946 

新株発行費償却 3,191 － 6,383 

棚卸資産処分損 1,049 579 3,544 

※３ 特別利益のうち主なも

の 
      

機械及び装置の売却

益 

327 － 327 

投資有価証券売却益 281 － 281 

受取保険金 15,000 － 15,000 

※４ 特別損失のうち主なも

の 
      

建物の廃棄損 105 － 105 

車輌運搬具の廃棄損 147 － 147 

工具器具備品の廃棄

損 
537 － 2,629 

閉店損失 － 19,134 － 

減損損失 202,731 － 202,731 

 ５ 減価償却実施額       

有形固定資産 13,851 11,568 25,534 

無形固定資産 3,242 515 6,718 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６  当中間会計期間において当社

は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

  ──────― ※６  当期において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しております。 

場所 用途 種類 販売店舗 

和歌山
県 
和歌山
市 

販売設備 建物 紀三井寺店 

    
工具器具備
品 

  

    
長期前払費
用 

  

奈良県 
生駒市 

販売設備 建物 東生駒店 

    構築物   

    
工具器具備
品 

  

京都府 
左京区 

販売設備 建物 洛北店 

    構築物   

    車輌運搬具   

    
工具器具備
品 

  

    土地   

 場所 用途 種類 販売店舗 

和歌山
県 
和歌山
市 

販売設備 建物 紀三井寺店 

    
工具器具備
品 

  

    
長期前払費
用 

  

奈良県 
生駒市 

販売設備 建物 東生駒店 

    構築物   

    
工具器具備
品 

  

京都府 
左京区 

販売設備 建物 洛北店 

    構築物   

    車輌運搬具   

    
工具器具備
品 

  

    土地   

 当社は、店舗別の管理会計上

の区分及び投資の意思決定を行

う際の単位を、概ね独立してキ

ャッシュ・フローを生み出す最

小単位として捉え、資産のグル

ーピング（管理部門、製造部

門、販売部門に分けて）を行っ

ております。 

 その内、販売部門における平

成16年度店舗別損益計算書より

損益を把握し、事業用資産の見

直しを行うとともに将来キャッ

シュ・フローの回収額を見積も

った結果、収益性が著しく低下

した販売店舗３件（紀三井寺

店、東生駒店、洛北店）につい

ては営業活動から生ずる損益お

よびキャッシュ・フローとも継

続してマイナスであり、当面の

黒字化が困難であるため減損の

兆候を認識いたしました。当社

は当中間会計期間において、こ

れら３件に係る資産帳簿価格を

回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（202,731千

円）として特別損失に計上いた

しました。減損損失の勘定科目

別内訳のうち、店舗については

不動産価格意見による正味売却

予定額により測定しておりま

す。 

  当社は、店舗別の管理会計上

の区分及び投資の意思決定を行

う際の単位を、概ね独立してキ

ャッシュ・フローを生み出す最

小単位として捉え、資産のグル

ーピング（管理部門、製造部

門、販売部門に分けて）を行っ

ております。 

 その内、販売部門における平

成16年度店舗別損益計算書より

損益を把握し、事業用資産の見

直しを行うとともに将来キャッ

シュ・フローの回収額を見積も

った結果、収益性が著しく低下

した販売店舗３件（紀三井寺

店、東生駒店、洛北店）につい

ては営業活動から生ずる損益お

よびキャッシュ・フローとも継

続してマイナスであり、当面の

黒字化が困難であるため減損の

兆候を認識いたしました。当社

は当期において、これら３件に

係る帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（202,731千円）として特別

損失に計上いたしました。減損

損失の勘定科目別内訳のうち、

店舗については不動産価格意見

による正味売却予定額により測

定しております。 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加610株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 その内容ですが、紀三井寺

店と東生駒店はともに賃借物

件であり、その資産は造作、

什器、保証金等の投資資産で

あります。仮に当該店から撤

退する場合は、現状復帰義務

による工事が必要であるため

資産価値はゼロと考えており

ます。また、洛北店は自社物

件であるものの、当該店舗の

損益が好転する兆しは少な

く、閉鎖を前提として検討す

るのが相当と考えておりま

す。従って土地以外の建物か

ら工具器具備品までは実質的

な資産価値を否定することが

妥当と思われます。 

 減損損失の内訳は、和歌山

県和歌山市紀三井寺店14,734

千円（内、建物12,801千円、

工具器具備品1,303千円、長期

前払費用630千円）、奈良県生

駒市東生駒店6,079千円（内、

建物4,575千円、構築物553千

円、工具器具備品951千円）、

京都府左京区洛北店181,917千

円（内、土地158,423千円、建

物22,569千円、構築物140千

円、車輌運搬具27千円、工具

器具備品757千円）でありま

す。 

 

 その内容ですが、紀三井寺

店と東生駒店はともに賃借物

件であり、その資産は造作、

什器、保証金等の投資資産で

あります。仮に当該店から撤

退する場合は、現状復帰義務

による工事が必要であるため

資産価値はゼロと考えており

ます。また、洛北店は自社物

件であるものの、当該店舗の

損益が好転する兆しは少な

く、閉鎖を前提として検討す

るのが相当と考えておりま

す。従って土地以外の建物か

ら工具器具備品までは実質的

な資産価値を否定することが

妥当と思われます。 

 減損損失の内訳は、和歌山

県和歌山市紀三井寺店14,734

千円（内、建物12,801千円、

工具器具備品1,303千円、長期

前払費用630千円）、奈良県生

駒市東生駒店6,079千円（内、

建物4,575千円、構築物553千

円、工具器具備品951千円）、

京都府左京区洛北店181,917千

円（内、土地158,423千円、建

物22,569千円、構築物140千

円、車輌運搬具27千円、工具

器具備品757千円）でありま

す。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000 

合計 20,000,000 － － 20,000,000 

自己株式     

普通株式 76,093 610 － 76,703 

合計 76,093 610 － 76,703 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  （単位：千円）

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 141,219

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
－

現金及び現金同等物 141,219

現金及び預金勘定 144,011

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
  －

現金及び現金同等物 144,011

現金及び預金勘定 143,394

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
－

現金及び現金同等物 143,394



（リース取引関係） 

  （単位：千円）

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

工具・
器具・
備品 

42,642 31,912 10,729 

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

工具・
器具・
備品 

25,694 14,318 11,376

ソフト
ウエア

9,354 1,091 8,263

 合計 35,049 15,410 19,639

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

工具・
器具・
備品 

50,287 35,484 14,803

ソフト
ウエア

9,354 155 9,198

合計 59,642 35,640 24,002

  ２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 5,562

１年超 6,099

合計 11,662

１年以内 7,061

１年超 14,256

合計 21,318

１年以内 6,929

１年超 17,796

合計 24,726

  ３ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 当期の支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 4,964

減価償却費相当額 4,264

支払利息相当額 477

支払リース料 4,036

減価償却費相当額 3,504

支払利息相当額 618

支払リース料 9,301

減価償却費相当額 7,992

支払利息相当額 878

  

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 (減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はありません。  

 (減損損失について） 

同左  

 (減損損失について） 

同左  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当中

間会計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、

発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、

総合的に判断しております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当中

間会計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、

発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、

総合的に判断しております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  （単位：千円）

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

その他有価証券       

(1）株式 2,582 2,998 416 

(2）その他 － － － 

計 2,582 2,998 416 

  （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 750 

  （単位：千円）

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

その他有価証券       

(1）株式 3,209 4,157 947 

(2）その他 － － － 

計 3,209 4,157 947 

  （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 750 



前事業年度末（平成18年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理の該当はありません。なお、下落率が30％～50％の株式の減損処理にあっては、個別銘柄毎に、当事

業年度における最高値・最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行

体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合

的に判断しております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 （注） 当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。 

（ストック・オプション等関係） 

     当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

     該当事項はありません。 

  （単位：千円）

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

その他有価証券       

(1）株式 2,880 3,851 971 

(2）その他 － － － 

計 2,880 3,851 971 

  （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 

その他有価証券   

非上場株式 750 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項なし  該当事項なし  該当事項なし 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は純損失額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 10.96円

１株当たり中間純損失 7.83円

１株当たり純資産額 12.85円

１株当たり中間純利益 1.84円

１株当たり純資産額 11.01円

１株当たり当期純損失 7.79円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式がないため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、当期純損

失であり、また、潜在株式がないた

め記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日）

前事業年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日）

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 
△155,978 36,650 △155,347 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る 

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 

△155,978 36,650 △155,347 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,926 19,923 19,925 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ──────  ────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第62期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  
平成18年６月29日 

近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年12月22日

株式会社駿河屋  

 取締役会 御中  

 ユニバーサル監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 向井 泰彦  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 玉置 栄一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社駿河屋の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社駿河屋の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前期まで11期連続の経常損失を計上し、当中間会計期間に

おいても155,978千円の中間純損失を計上している。その結果、純資産が218,321千円まで減少している。当該状

況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は、当該注記に記

載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務

諸表には反映していない。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準によ

り、中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年12月20日

株式会社駿河屋  

 取締役会 御中  

 ユニバーサル監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 向井 泰彦  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 玉置 栄一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社駿河屋の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社駿河屋の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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